
令和７年度離職者等再就職訓練事業に係る公募に関する説明書 

 

 この説明書は、厚生労働省の委託訓練実施要領（令和６年３月２９日改正 開発０３２９第３９・４

０号）に基づき、茨城県立筑西産業技術専門学院が実施する「令和７年度離職者等再就職訓練事業」の

発注において、公募型プロポーザル（提案）方式を実施するに当たり必要な事項を定めるものとする。 

 

１ 事業の目的 

職業能力の開発を必要とする離職者等に対し、民間教育訓練機関等による、地域の人材ニーズに基

づいた職業能力を開発・向上させ、かつ、多様な職業訓練の受講機会を確保し、早期就職の促進を図

るため実施するもの。 

 

２ 業務の概要 

(１) 業務名 

離職者等再就職訓練事業 

(２) 業務内容、委託料単価上限額、開講コース数等について 

別紙「令和７年度離職者等再就職訓練事業仕様書」のとおり 

(３) 担当部局 

      〒３０８-０８４７ 

      茨城県筑西市玉戸１３３６番地５４ 

      茨城県立筑西産業技術専門学院 離職者等再就職訓練担当 

      電 話：０２９６-２４-１７１４ 

      ＦＡＸ：０２９６-２５-６０７１ 

      電子メール：chikusansen1@pref.ibaraki.lg.jp 

 

３ プロポーザル提出者の資格要件 

   企画提案に参加する者は、次の要件を全て満たしていること。 

(１) 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号。以下「政令」という。）第１６７条の４第１項の

規定に該当していない者であること。 

(２) 政令第１６７条の４第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者である

こと。 

(３) 茨城県物品調達等競争入札参加者資格審査要項（平成８年茨城県告示第 254 号）に基づく競

争入札参加資格があること。ただし、茨城県物品調達等登録業者指名停止基準に基づく、指名

停止の措置を受けている者でないこと。 

(４) 会社更生法（平成 14年 法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又

は民事再生法（平成 11年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でな

いこと。 

(５) 茨城県暴力団排除条例（平成 22 年茨城県条例第 36号）第２条第１号から同条第３号に規定

する者ではないこと。 

(６) 令和３年度から令和５年度の３年間において、各都道府県及び独立行政法人高齢・障害・求

職者雇用支援機構から委託等を受けて公的職業訓練を行った実績がある者、又は新たに公共職

業訓練の受託を希望する法人にあっては登記簿謄本の目的に、個人事業主にあっては個人の事

業開廃届出書の事業概要に、民間教育機関としての業務を掲げ、令和３年度から令和５年度の

３年間において教育訓練等の実績を有するものであること。 

(７) 平成２６年度から実施されている「民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドライ



ン研修」を受講し、有効な受講証明書を有する者が在籍していること。 

   なお、委託契約締結前に有効期限が切れるものにあっては、本研修を受講したうえで、有効

な受講証明書を再提出すること。 

(８) 就職実績に応じた委託費の支払いを行う訓練コースにあっては、２回連続して同種の訓練コ

ースを実施して就職率が３５％未満となっていないこと。ただし、以後、委託者による改善指

導・助言を受け、かつ、直近の同種の訓練コースにおいて、委託の対象となっていない場合は

その限りではない。 

就職率＝(訓練修了３か月後の就職者数＋中退就職者数)÷(修了者数＋中退就職者数)×100 

(９) 介護職員初任者研修、介護福祉士実務者研修の資格取得を目的とした訓練に応募する場合

は、養成施設としての所管官公署の指定を受けている者であること。 

 

４ プロポーザル実施に係るスケジュール 

(１) 公募に関する説明書・仕様書の公表 令和６年１１月８日（金） 

 (２) 実施内容等に関する質問受付期限  令和６年１１月１３日（水）午後３時必着 

(３) 質問に対する回答         令和６年１１月１９日（火）午後４時 

(４) 参加表明書等の提出期限      令和６年１１月２２日（金）午後４時必着 

(５) 参加資格確認の通知        令和６年１１月２８日（木） 

(６) 企画提案書の提出期限       令和６年１２月１２日（木）午後４時必着 

(７) 審査会              令和７年１月中旬 

(８) 審査結果の通知・公表       令和７年２月上旬（予定） 

 

５ 質問の受付 

(１) 受付期間 

公募開始日から令和６年１１月１３日（水）午後３時まで 

(２) 質疑方法 

電子メール又はＦＡＸにより受け付ける。なお、電子メール又はＦＡＸにより質疑を提出し 

たときは、電話で送付確認をすること。 

(３) 提出先 

            上記２（３）のとおり 

(４) 回答期日 

令和６年１１月１９日（火）午後４時 

(５) 回答方法 

茨城県立筑西産業技術専門学院ホームページに掲載する。 

       

６ 参加表明書等の提出 

    プロポーザルへの参加を希望する者は、参加表明書（様式第１号）、資格要件に関する証明書（様

式第２号）、過去３年間の公共職業訓練等の実績（様式第３号）を作成し、次のとおり提出するこ

と。 

(１) 提出期間 

令和６年１１月２２日（金）午後４時必着とすること。 

なお、提出期限後に到着した応募書類は、無効とする。 

(２) 提出先 

             上記２（３）のとおり 

(３) 提出方法 



    持参又は郵送（書留郵便に限る。）による。 

提出部数は各様式１部とする。 

(４) 受付時間  

令和６年１１月８日（金）から令和６年１１月２２日（金）までの午前８時３０分から午後

４時まで。ただし、茨城県の休日を定める条例（平成元年茨城県条例第７号）に定める休日を

除く。 

 

７ 企画提案書の提出方法等 

下記８企画提案書提出書類及び仕様書を確認の上、企画提案書を作成し、持参又は郵送（書留郵

便に限る。）するとともに、電子データ(PDF 形式による)を電子メールにより提出すること。 

(１) 提出期限 

令和６年１２月１２日（木）午後４時必着   

    なお、提出期限後に到着した応募書類は無効とする。 

(２) 提出先 

上記２（３）のとおり 

(３) 受付時間  

令和６年１２月２日（月）から令和６年１２月１２日（木）までの午前８時３０分から午後 

４時まで。ただし、茨城県の休日を定める条例（平成元年茨城県条例第７号）に定める休日を

除く。 

(４) その他 

企画提案の応募にあたっては、訓練１コースにつき、１本とする。 

また、企画提案書等の作成については、訓練 1コース毎に作成するものとする。 

なお、今回企画提案を募集する訓練コースについては、仕様書に記載する。 

 

８ 企画提案書提出書類 

  別紙１のとおり 

 

９ 企画提案書の提出に当たっての留意事項 

(１) 企画提案書の用紙は、日本工業規格Ａ４により作成すること。ただし、図面や図表等でＡ３

版用紙を使用する場合は、綴じ込み折りとすること。 

(２) 企画提案書の提出部数は、２部（正本１部、副本１部）とする。 

(３) 審査の公平を期するため、企画提案書副本のすべてに、参加者の名称を記入しないこと。 

(４) 企画提案書は、閲覧時の散逸等を防ぐため、左側綴じとすること。 

(５) 企画提案書作成に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

(６) 提出期限後は、原則として、提出書類の変更、差し替え、再提出、撤回は認めない。 

(７) 提出された企画提案書は、返却しない。 

(８) 県は、必要に応じて、企画提案書に係る追加資料の提出を求めることがある。 

また、提出された企画提案書について、後日ヒアリング及び現地確認を行うことがある。 

(９) 企画提案書に関する費用は提出者の負担とする。 

(10) 企画提案書に虚偽の記載をした場合は、企画提案書を無効とする。 

 

10 プレゼンテーションの実施 

企画提案書をもって書面審査するため、提出者からの説明は求めない。ただし、企画提案書にお

いて不明な点があった場合は、提出者に説明を求めることがある。 



 

11 審査の実施及び委託予定事業者の選定 

(１) 評価項目 

企画提案書等について以下の各項目及び基準により採点し、順位を決定する。 

項 目 審 査 基 準 

１ 訓練内容 

の充実度 

・離職者及び企業ニーズを把握し、それを踏まえた提案内容であるか 

・時代のニーズに対応し、カリキュラムに創意工夫がなされているか 

・就職に有効な職業能力の取得が可能であるか 

・教科科目ごとの訓練時間数は適切か 

・訓練日程に無理がなく、十分に実施可能な日程であるか 

２ 就職支援 

の充実度 

・訓練受講中の訓練生に対する支援が、効果的な内容であるか 

・未就職の訓練修了生に対する支援が、効果的な内容であるか 

・求人情報の収集、訓練生への提供体制は十分であるか 

・前年度（又は前々年度）の同一訓練の就職率 

３ 業務実施 

体制 

・業務を円滑に実施するための体制（人数役割、就職支援責任者含む）は

妥当であり、無理はないか 

・講師の人数・資格内容は訓練に対応した適切なものか 

・訓練に必要な施設、設備は確保されているか 

・訓練機関としての実績等はあるか 

４ 経費妥当性 
・最低実施人数により積算する訓練実施経費の積算根拠は、明確で合理的

であるか 

 

(２) 契約候補者の選定方法 

契約候補者の選定については、担当部署内に設置するプロポーザル審査会において、提案内 

容に基づき、総合的に審査の上、訓練 1コースにつき、契約候補者を１者決定する。ただし、

審査結果によっては、いずれの参加者も契約候補に選定しないことがある。また、契約候補者

に選定された者は、特段の理由がない限り契約を辞退することはできない。 

(３) 失格事由 

   ア  提出書類に虚偽の内容を記載した場合 

   イ  本説明書に示した企画提案書の作成及び提出に関する条件に反した場合 

   ウ  審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

(４) 審査方法及び結果の通知 

提出された企画提案書は、審査委員会において、上記（１）の評価基準により審査する。採

否については、決定後速やかに通知する。 

なお、審査内容は、非公開とし、審査結果についての異議申し立ては認めない。 

 

12 候補者選定後の手続き 

(１) 訓練実施計画書の提出 

    契約候補者として選定された旨の通知を受けた者は、訓練実施計画書及び見積書を当学院に提

出し、当学院の承認を得ることとする。見積書の提出期日については、当該学院から後日、連

絡するものとする。 



    なお、当学院は、訓練実施計画書の承認にあたっては、既に提出された企画提案書等の内容を

基本とするが、当該訓練実施のために必要と認められる場合には、契約候補者と協議によりに

より、企画提案書の内容を一部変更の上、事業計画書の再提出を求めることがある。 

    この場合において、契約候補者との協議が整わなかった場合は、当該計画書は、不承認とし、

次点者と協議を行うものする。 

   ※ 建設人材育成コースについては、訓練経費内訳書等により県から厚生労働省へ協議を行いま

す。国の承認を得られた場合、下記の手続きにより契約を締結します。 

(２) 契約手続き  

ア 契約の締結 

学院は、上記（１）において提出された訓練実施計画書を承認し、委託候補者から徴した

見積書の額が別途定める予定価格の範囲内であることを確認の上、契約を締結する。 

契約候補者に選定されたものは、特段の理由がない限り契約を辞退できない。 

また、本事業は、契約書の作成を要する。 

なお、契約書は、訓練コース毎に作成するものとする。 

イ 契約保証金 

業務受託者は契約金額の 100 分の 10 以上の額の契約保証金を納付しなければならない。た

だし、茨城県財務規則（平成５年茨城県規則第 15号）第 138 条第２項各号いずれかに該当す

る場合は、契約保証金の全部又は一部を免除する。 

 

13 その他 

(１) 書類等の作成に用いる言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

(２) 企画提案書の作成及び提出に関する費用は提出者の負担とする。なお、提出された企画提案

書は返却しない。 

(３) 選定された候補者が、特別な事情等により契約を締結しない場合は、次順位の者を候補者と

する。 

(４) 厚生労働省において、当該事業に係る制度改正が行われた場合、契約候補者と協議の上、改

正後の制度を適用する。 

(５) 本件は、令和７年度茨城県の予算成立後に効力を生じる事業であり、その準備手続きである

ため、当該事業に基づき生じた権利義務は、令和７年度当初予算が否決された場合には効力を

失うものとする。 

（６）本件は、厚生労働省と茨城県が協議の上、実施するものであり、協議が整わなかった場合は、

効力を失うものとする。 


